
令和３年度 徳島県地域介護総合確保推進協議会

議事概要

１ 日時・場所

令和３年１０月２２日（金）午前１１時１０分から正午まで

Ｗｅｂ会議

２ 出席者

委員２９名中１８名出席（代理出席含む。）

伊勢佐百合委員、稲井芳枝委員、大塚忠廣委員、岡田あかね委員、

影治信良委員、武田道子委員、田蒔正治委員、田村修司委員、

中村忠久委員、橋本昌和委員（代理）、細井啓造委員、松下恭子委員

矢間奈津子委員、保岡正治委員、柳澤幸夫委員、

山口貴功委員（代理）、山口浩志委員、吉田貴史委員

３ 議事次第

（１）地域医療介護総合確保基金(介護分)令和３年度県計画(案)について

（２）地域医療介護総合確保基金(介護分)県計画に関する事後評価について

（３）その他

４ 議事概要

（１）（２）に関し、配付資料により事務局から説明したあと、次のとおり

意見交換が行われた。

＜議事（１）についての意見交換＞

【委員】

「介護施設等の創設が条件の広域型施設の大規模修繕事業」について、何箇

所が予定されているか、また、大規模修繕の概要とはどのようなものか。介護

施設等の創設とあるが、これは施設を新たに創設しなければ補助の対象となら

ないのか。



【事務局】

令和３年度においては、３箇所での計画がある。また、大規模修繕について

は、基金の運営要領に、「施設の一部改修（一定年数を経過して使用に堪えなく

なり、改修が必要となった浴室、食堂等の改修工事や外壁、屋上等の防水工事

等施設の改修工事）」や「施設の付帯設備の改造（一定年数を経過して使用に堪

えなくなり、改修が必要となった給排水設備、給排水設備、電気設備、ガス設

備、消防用設備等付帯設備の改造工事）」などの整備と記載されている。本事業

は、介護の受け皿整備量拡大と老朽化した定員３０人以上の広域型施設の修繕

を同時に進めるものについて、大規模修繕の費用について補助対象となるため、

施設を創設することが補助の条件となっている。

【委員】

最近では、どこの施設も老朽化してきており、修繕を必要としている施設が

多く出てきている。大規模修繕に対する補助について、現状、創設などの条件

付きでしか補助金はないが、こういった条件がなくても、補助対象とできるよ

うな大規模修繕に関する事業について、国の方へ要望していただければと思う。

【委員】

令和３年度の事業について、昨年度に案内はされているのか。令和４年度の

事業についても、既に調査されているのか。調査に際しては、該当する施設に

ついて、あらかじめ選別した上で案内しているのか。

【事務局】

例年、９月から１０月頃に、来年度予算に関する要望を調査させていただい

ており、昨年度も案内している。令和４年度の事業についても、調査を実施し

ており、とりまとめを行っているところ。調査は広く行っており、該当する施

設について選別していない。



＜議事（２）についての意見交換＞

【委員】

「介護ロボット導入支援事業」について、導入された施設数や、効果判定に

ついて施設が行っているのか、あるいは委託しているのか、お聞きしたい。

【事務局】

「介護ロボットの導入支援事業」については、県で各事業所に介護ロボット

の導入の希望調査を行いまして、希望がありましたところにロボット導入支援

の申請行為を行っていただいている。昨年度は、２５法人で３６事業所に対し

て交付を行っている。特に委託等を行っているわけではなく、県で事業所と直

接やりとりさせていただいて支援を行っており、事業所から、導入の成果など

を実績で御報告いただいている。

【委員】

県で導入前後のアセスメントや各事業所からのフイードバックをしていると

いうことであれば良いと思うが、可能であれば、効果判定について、県内で支

援事業の実施で、あがった成果や統一したアウトカムを含めて一連のものを出

すのも良いかと思う。

【委員】

「外国人留学生等の受入環境整備事業」について、「介護福祉士国家資格の取

得を目指す留学生を支援するため」、とあるが、先日、老健協の四国ブロック研

修会があり、外国人材について、専門にお世話を行っている会社から提案があ

って、四国４県の老健協の会員施設が、これを実施する予定の話が進んでいる。

その実施にあたって当該事業を利用したいと思っているが、利用はできるか。

【事務局】

具体的に奨学金の補助事業に該当するかどうかは、内容によると思うが、詳

細が奨学金の補助事業の内容に合致していて、要件等該当していくのであれば、

奨学金の補助事業の活用も考慮できるのではないかと思う。詳細は、具体的な

内容を御確認させていただいて検討していくことになる。



＜議事（３）についての意見＞

【委員】

介護分野における「地域包括ケアシステム」の推進のため、医療と介護の連

携はもとより、より広域でのネットワークを充実させ、機能させるための事業

があればと考えている。


